
【様式第1号】

自治体名：有田市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 102,188,873   固定負債 14,567,584

    有形固定資産 96,103,710     地方債等 11,548,987

      事業用資産 48,529,100     長期未払金 -

        土地 36,753,602     退職手当引当金 2,263,165

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 755,432

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,186,339

        建物 27,221,907     １年内償還予定地方債等 1,392,985

        建物減価償却累計額 -17,743,505     未払金 247,374

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 424,466     前受金 2,851

        工作物減価償却累計額 -75,542     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 272,605

        船舶 -     預り金 111,188

        船舶減価償却累計額 -     その他 159,335

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 16,753,923

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 106,903,512

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -13,972,398

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,948,173

      インフラ資産 46,252,813

        土地 6,845,656

        土地減損損失累計額 -

        建物 559,099

        建物減価償却累計額 -276,669

        建物減損損失累計額 -

        工作物 97,690,893

        工作物減価償却累計額 -59,625,446

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,059,280

      物品 5,947,983

      物品減価償却累計額 -4,626,187

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 31,308

      ソフトウェア 9,721

      その他 21,587

    投資その他の資産 6,053,855

      投資及び出資金 41,993

        有価証券 -

        出資金 41,993

        その他 -

      長期延滞債権 220,566

      長期貸付金 550

      基金 5,775,902

        減債基金 -

        その他 5,775,902

      その他 33,271

      徴収不能引当金 -18,428

  流動資産 7,496,163

    現金預金 1,968,562

    未収金 781,298

    短期貸付金 -

    基金 4,714,639

      財政調整基金 3,284,609

      減債基金 1,430,030

    棚卸資産 44,794

    その他 3,320

    徴収不能引当金 -16,450

  繰延資産 - 純資産合計 92,931,114

資産合計 109,685,036 負債及び純資産合計 109,685,036

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：有田市

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 1,642

    その他 -

純行政コスト 23,704,783

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 342,700

  臨時利益 1,642

  臨時損失 456,346

    災害復旧事業費 31,910

    資産除売却損 81,736

    使用料及び手数料 2,379,867

    その他 621,603

純経常行政コスト 23,250,079

      社会保障給付 1,888,125

      その他 2,664

  経常収益 3,001,469

        その他 357,436

    移転費用 12,111,164

      補助金等 10,220,376

      その他の業務費用 472,978

        支払利息 92,084

        徴収不能引当金繰入額 23,457

        維持補修費 154,971

        減価償却費 2,762,817

        その他 -

        その他 698,066

      物件費等 9,200,879

        物件費 6,283,091

        職員給与費 3,280,563

        賞与等引当金繰入額 266,036

        退職手当引当金繰入額 221,862

  経常費用 26,251,548

    業務費用 14,140,384

      人件費 4,466,527

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：有田市

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 90,282,412 104,761,690 -14,479,278 -

  純行政コスト（△） -23,704,783 -23,704,783 -

  財源 26,352,968 26,352,968 -

    税収等 15,923,462 15,923,462 -

    国県等補助金 10,429,506 10,429,506 -

  本年度差額 2,648,184 2,648,184 -

  固定資産等の変動（内部変動） 2,141,304 -2,141,304

    有形固定資産等の増加 3,378,708 -3,378,708

    有形固定資産等の減少 -2,850,278 2,850,278

    貸付金・基金等の増加 4,372,657 -4,372,657

    貸付金・基金等の減少 -2,759,783 2,759,783

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 517 517

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 2,648,701 2,141,821 506,880 -

本年度末純資産残高 92,931,114 106,903,512 -13,972,398 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：有田市

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 105,889

本年度歳計外現金増減額 -7,495

本年度末歳計外現金残高 98,393

本年度末現金預金残高 1,968,562

財務活動収支 -258,404

本年度資金収支額 362,821

前年度末資金残高 1,507,347

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,870,169

    地方債等償還支出 1,512,105

    その他の支出 860,377

  財務活動収入 2,114,078

    地方債等発行収入 1,764,078

    その他の収入 350,000

    資産売却収入 1,642

    その他の収入 1,141

投資活動収支 -2,962,053

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,372,482

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,480,810

    国県等補助金収入 1,978,501

    基金取崩収入 1,446,827

    貸付金元金回収収入 52,700

  投資活動支出 6,442,863

    公共施設等整備費支出 3,362,469

    基金積立金支出 3,080,394

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 31,910

    その他の支出 342,700

  臨時収入 1,385,555

業務活動収支 3,583,278

【投資活動収支】

    税収等収入 15,921,610

    国県等補助金収入 7,123,626

    使用料及び手数料収入 2,436,785

    その他の収入 611,864

  臨時支出 374,610

    移転費用支出 12,111,164

      補助金等支出 10,220,376

      社会保障給付支出 1,888,125

      その他の支出 2,664

  業務収入 26,093,886

    業務費用支出 11,410,388

      人件費支出 4,473,989

      物件費等支出 6,477,260

      支払利息支出 92,084

      その他の支出 367,055

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 23,521,552



注記（全体会計） 

 

1.重要な会計方針等 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則

として再調達価額としています。 

また開始後については、原則として取得価額とし再評価は行わないこととしています。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 市場価格があるもの 

該当ありません。 

② 市場価格がないもの 

出資金額をもって貸借対照表価額としています。 

 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法を採用しています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）においては先入先出法による原価法を採用しています。 

 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） 

定額法を採用しています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） 

定額法を採用しています。 

③ リース資産 

（ア） 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。 

（イ） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）においては、平成 26 年３月 31 日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法を採用しています。 

 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

該当ありません。 

② 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）においては、法人税法に規定する貸倒実績率に基づく

回収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従ってい



ます。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）においては期末要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

該当ありません。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当及び法定福利費のうち、全支給対象期間に対する本年

度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

 

（６） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法により計上しています。但し、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引及び重要性の乏しい所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法により計上しています。 

② オペレーティング・リース取引 

賃貸借取引に係る方法により計上しています。 

 

（７） 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲とし

ています。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いも含ん

でいます。 

 

（８） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

 

2.重要な会計方針の変更 

該当ありません。 

 

 

3.重要な後発事象 

（１） 主要な業務の改廃  

該当ありません。 

 

（２） 組織・機構の大幅な変更  

  該当ありません。 

 

（３） 地方財政制度の大幅な改正 

 該当ありません。 



 

（４） 重要な災害等の発生  

  該当ありません。 

 

 

4.偶発債務 

会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合

に債務となるものは、次のとおりです。 

 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当ありません。 

 

（２） 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

和歌山地裁令和２年（ワ）第 217号  損害賠償請求事件 10,000千円 

 

 

5.追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計）  

① 一般会計等の対象範囲 

一般会計 

② 全体会計の対象範囲 

一般会計等 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

上水道事業会計 

病院事業会計 

漁業集落排水事業特別会計 

初島財産区特別会計 

 

（２） 出納整理期間について 

地方自治法第 235条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整して

います。 

 

（３） 財務書類の表示金額単位 

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 


